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公衆衛生医師の 育成・確保のための 環境整備に関する 基本的枠組み 

1 . はじめに 

SARS や高病原性 鳥 インフルエンザ 等の海外から 持ち込まれる 感染症への対策、 

新興，再興感染症、 或いは NBC テロ等の健康危機を 前にして、 拡大しつつあ る国民 

の 不安を解消し、 鎮静化することは、 現在の公衆衛生行政における 健康危機管理業務 

の最も重要な 課題であ る。 その課題に正面から 取り組むためには、 熱意のあ る公衆衛 

生医師の育成，確保が 極めて重要な 問題であ る。 訓練された公衆衛生医師を 配置する 

ことにより、 健康被害の発生を 未然に防止し、 拡大を早期に 抑え込むことができる。 

こうした事態に、 公衆衛生医師の 専門的知識に 基づく的確な 判断と決断という 後ろ盾 

を得ずに対応すれば、 被害の拡大や 混乱を起こす 結果に至ることは、 これまでの幾多 

の 先例によって 明らかであ る。 しかし、 一部の地方公共団体においてはその 確保の困 

難な状況が見受けられ、 これまで国、 地方公共団体、 医有機関等関係団体による 公衆 

衛生医師育成・ 確保のための 努力が必ずしも 充分でなかったことが 指摘されている。 

この基本的枠組みは、 国、 地方公共団体、 医有機関等関係団体が、 公衆衛生医師の 

育成・確保に 関する具体的な 方策及び継続的な 取組を行 う 際の枠組みを 示すものであ 

り 、 関係者が基本的枠組みにより 示された方策に 積極的に取り 組むよう努めることが 

必要であ る。 

なお、 公衆衛生医師とは、 国 ( 厚生労働省、 検疫所、 国立保健医療科学院等 ) 、 地方 

公共団体 ( 本庁、 保健所、 地方衛生研究所等 ) 、 医育 機関、 その他の施設において、 公 

衆衛生業務に 就いている医師を 指しているが、 本 基本的枠組みは、 主に地方公共団体 

における公衆衛生医師の 育成・確保を 中心としている。 

2. 公衆衛生医師の 育成・確保における 問題点 は ついて 

公衆衛生医師の 育成・確保を 困難とする原因として、 以下の問題点が 指摘されてい 

る 。 

・公衆衛生医師の 確保は長期的視野に 立った採用・ 育成計画が作られず、 保健所等に 
医師が単独で 配置されていること 

  保健所長の欠員に 対して年齢のみに 着目し、 公衆衛生従事経験を 有していない 臨床 

系の医師が補充されることが 多いこと 

・公衆衛生医師の 業務が臨床能力のみならず、 高度かつ幅広い 専門的な知見が 必要な 

魅力あ る分野であ ることが広く 知られていないこと 

・ 公衆衛生に関心を 持っている学生又は 医師に対して、 公衆衛生医師となるための 方 

法 が充分に広報されていないことが 多 い こと 

  配属 先 が限定されていることが 多く、 この場合、 人材の偏在や 経験の偏りがあ るこ 

と 
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・公衆衛生医師の 業務において 必要な研修及び 研究に参加できるように 処遇や制度 

が整備されていないこと 

  公衆衛生医師の 育成・確保について、 医 有機関等関係団体との 協力体制が整備され 

ておらず、 また、 共通の認識も 有していないこと 

3. 公衆衛生医師の 育成・確保のための 環境整備に関する 基本的な考え 方 

・ 公衆衛生に関係する 多様な分野を 経験することにより、 職務を遂行しながら 計画的 

に知識・技能を 向上させる研修計画 (Onthe Job ℡ ainine り JT) を策定するととも 

に 、 保健所への複数の 医師の配置、 研究事業への 参加等が行いやすい 環境の整備を 

行うこと等により、 公衆衛生医師の 総合的な能力の 向上を念頭に 置いた研修体系を 

確立する。 

・採用計画を 策定し、 定期的に公衆衛生医師を 採用するとともに、 ホームページの 活 

用や公出衛生医師確保推進登録事業の 活用等の募集方法の 工夫、 人事交流等により、 

効果的な採用を 実施する。 

  採用双の学生、 研修医、 臨床医等に対する 公衆衛生に関する 教育及び各種広報媒体 

に よ る普及啓発を 充実し、 公衆衛生医師に 対する理解を 深めるとともに、 医師のみ 

ならず、 一般社会においても 公衆衛生の重要性について 広報し、 認知度を向上させ 

る 。 

・地方公共団体の 人口規模や課題等を 考慮した上で、 公衆衛生医師の 育成・確保に 関 

する計画を策定し、 その進捗状況について 評価を行うことにより、 その具体的な 取 

組を確実に推進する。 

4. 公衆衛生医師の 育成・確保のための 具体的な方策について 

公衆衛生医師の 育成・確保のために、 以下のとおりの 取り組むべき 方策があ るが、 

いずれにおいても、 地方公共団体、 医百機関等の 関係者間で、 認識を共有し、 今後の 

方策等について 協議する。 また、 地方公共団体内においても、 所管部局と人事、 財政 

担当部局との 課題の共有化を 図りつつ、 医師の複数配置等の 人的な体制整備や 予算の 

確保が図られるよ う 努める必要があ る。 

(1) 公衆衛生医師の 育成 

① 研修計画の策定 

  派遣・交流先について 採用からの年次を 概ね定めた研修計画を 提示する。 特に 、 

国立保健医療科学院の 専門課程 1 、 危機管理等の 短期研修、 結核研究所におけ 

る 長期・短期研修、 各自治体の一般及び 管理職研修等の 必須となる研修、 母子 

愛育会・国立精神・ 神経センター、 国立感染症研究所等で 行われる選択による 

専門的研修、 追加が可能な 研修 ( 例 : 国内外の研究機関、 大学など ) について 

明記する。 

② 人事異動及び 人事交流を通じての 人材育成 ( ジョブ・ローテーション ) の充実 
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  異動先については、 保健所以外に 地方衛生研究所、 本庁、 国、 検疫所等の各行 

政機関や、 教育、 福祉、 医療、 国際協力等の 各分野を想定し、 多様な経験を 積 

めるようにし、 職場の業務の 遂行に必要な 知識、 技能について、 職務を遂行し 

ながら計画的に 向上させる研修計画の 観点から人材育成を 充実させる。 

  人事交流にあ たっては、 地方公共団体において 必要な支援について 国及び 医百 

機関に要請し、 協力を得る。 

  研修目標としては、 例えば、 検疫所においては、 検疫業務、 予防接種業務、 蚊 

族 ・ねずみ 族 サーベイランス、 検体検査、 輸入食品監視等の 研修項目が挙げら 
れる。 

③ 研究事業等への 参加 

  保健所等の行政機関と 医有機関が協力して 調査研究事業を 行い、 若手を含む公 

衆衛生医師が 積極的に参加することにより、 公衆衛生医師の 専門能力の向上を 

図り、 かつ、 地方公共団体と 医 百 機関の連携を 推進する。 

  全国の公衆衛生医師が 参加可能なメーリングリスト、 メールマガジン、 健康危 

機管理支援情報システム 等を活用する。 

④ 保健所への医師の 複数配置 

  各世代の公出衛生医師を 保健所に配置することにより、 経験の豊かな 公衆衛生 

医師が直接指導し 、 互いに研修等を 受けやすい環境を 整備する。 

⑤ 医 有機関との連携人事 

  地域における 関係者は、 公衆衛生医師の 育成，確保のための 連絡と協議を 行う 

会議を設置し、 医 百機関、 保健所関係者及び 本庁職員等と 連携し、 認識を共有 

した ぅ えで、 今後の方策等について 協議する。 

⑥ 海外の公衆衛生及び 留学に関する 情報提供等 

  留学に関する 情報や諸外国における 方策の分析等について、 医 有機関等から 地 

方公共団体及び 公衆衛生医師に 対して情報提供する。 

⑦ 国立保健医療科学院の 専門課程 1 の受講について 

  本 コースは公衆衛生医師が 保健所長になるために 必要な知識を 修得維持する 

ものであ り、 地方公共団体は 研修計画への 位置づけを行う 等、 公衆衛生医師が 

受講できる環境を 整備する。 

⑧ 専門能力の向上・ 学位の授与 

  医 百機関において 公衆衛生に関する 専門的なコースにより、 学位 ( 公衆衛生学 

修士等 ) の授与等を行う。 

  国立感染症研究所の 実地疫学専門家養成コース (FETP.J) を選択できるよう 

にするともに、 地方公共団体等は、 積極的に公衆衛生医師の 研修を受講できる 

環境を整える。 

⑨ 専門能力の向上・ 学位の授与等自己 研 鎖に対する職務専念義務の 免除等の服務 

上規定の工夫 
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  研修、 研究、 留学、 学位取得等に 関する服務上の 規定の整備 ( 職務専念義務の 

免除等 ) を行 う 。 

  職員が長期研修に 参加できるよ う に、 融通性のあ る勤務体制を 検討する。 

(2) 公衆衛生医師の 採用・確保 

① 採用計画の策定による 定期的な採用 

  欠員を補充するような 採用ではなく、 地方公共団体は、 現在勤務している 公衆 

衛生医師の年齢構成等を 考慮し、 若手を育成し、 適切な公衆衛生医師を 養成す 

ることを基本とする 計画的な採用を 実施する。 

  公立病院等から 臨床医を保健所等へ 配置転換するにあ たっては、 公衆衛生医師 

としての適性を 検討し、 必要に応じ研修を 行う等、 その資質の向上に 充分に配 

慮 するようにする。 

② 募集方法の工夫 

  ホームページや 雑誌、 新聞、 広報等による 募集を定期的に 実施する。 内容は募 

集人数、 業務内容、 給与・役職、 研修実施状況、 職員からのメッセージ 等を掲 
載し、 特にホームページでは 募集期間が終了した 後も掲載し、 随時閲覧できる 

ようにする。 

③ 地方公共団体等での 人事交流 

  都道府県内、 都道府県間及び 国 、 検疫所等との 人事交流を活用し 、 例えば i 地 

方公共団体 i 保健所であ っても保健所長が 異動できるようにすることで、 活性 

化を図り、 偏在を緩和する。 

④ 公衆衛生医師確保推進登録事業の 活用 

  厚生労働省が 実施している 公衆衛生医師確保推進登録事業を 活用する。 

(3) 公衆衛生医師の 職務に関する 普及啓発 
①教育プロバラムの 工夫 

  国 、 地方公共団体等に 勤務する公衆衛生医師が 医百機関等において、 学生に対 

して公衆衛生行政の 実践的内容について、 公衆衛生学、 衛生学の講義などの 機 

会を通じて講義を 行 う 。 

  国 、 地方公共団体は 医百機関等の 求めに応じて 積極的に講師の 派遣に協力する。 

  入学後早期に 医師の役割が 医療に限らず、 公衆衛生の向上にあ るという認識を 

高める教育を 開始する。 

  回 、 地方公共団体は、 保健所等における 学生の実習、 長期に渡るインターンシ 

ップ 等について、 受け入れ、 カリキュラムの 設定及び講義を 実施すること 等に 

積極的に協力する。 

  保健所実習においては、 公衆衛生医師が 医 育 機関の教員とともに 企画調整を行 

い 、 指導も直接実施する。 

② 医 百機関等における 進路説明会の 活用 

  公衆衛生・衛生学教室における 研究等の活動に 関する説明を 行 う とともに、 地 
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乃公共団体等における 公衆衛生医師の 活動に関して、 公衆衛生医師より 直接説 

明する。 

  地方公共団体は 積極的に進路説明会への 参加に協力し、 保健所に勤務する 医師 

又は本庁に勤務する 医師が説明を 行 う 。 

③ 卒後臨床研修 ( 地域保健・医療 ) の充実 

  保健所は積極的に 臨床研修医を 受け入れ、 地域保健・医療研修のうち 少なくと 

も 保健所での研修を 2 週間以上実施する。 実施可能な保健所においては、 1 か 

月 単位の研修を 実施することが 望ましい。 

  標準的テキスト、 カリキュラムを 作成する。 

④ 生涯教育等 

  医師会の生涯教育制度等により、 臨床医を含めた 医師全体の公出衛生に 関する 

知識や関心を 高める。 

⑤ ホームページ 等の媒体を活用した 普及啓発 

  公衆衛生医師の 募集を行う際に 、 例えば公衆衛生医師の 業務内容、 役職、 モデ 

ル となる複数の 公衆衛生医師からのメッセージ 等を記載する。 

  ホームページ、 雑誌、 新聞、 広報誌、 専門誌、 学生向け雑誌、 一般 誌 等に積極 

的に掲載する。 

  公衆衛生医師に 関する情報を 紹介するリーフレット 等を作成し、 配布する。 

  公衆衛生医師の 業務に関する 説明会や地方ブロッタ 会議を開催する。 

5. 公衆衛生医師の 育成・確保のための 行動計画の策定及び 評価について 

(1) 地方公共団体 

地方公共団体に 必要な公出衛生医師を 適切に確保するため、 公衆衛生医師の 育 

成 ・確保に関する 行動計画を策定し、 その実施を確実に 行うとともに、 その実施状 

況、 人口 1 0 万人対公出衛生医師 数 、 及び 1 保健所あ たりの公衆衛生医師の 平均 人 

数について往年白ら 評価を行うことを 基本とする。 

(2) 医育 機関及び関係団体 ( 日本医師会、 日本公衆衛生学会 ) 

医 有機関では卒前教育等について、 日本医師会及び 日本公衆衛生学会では 卒後 所 

修 等について積極的な 対応を行う。 

(3) 回 、 国立保健医療科学院 

厚生労働省は、 地方公共団体の 計画策定について、 要請に応じて 協力するととも 

に 、 その実施状況等を 調査し、 地方公共団体及び 関係団体が自らの 進捗状況を客観 

的に評価できるよう 公表する。 また、 国立保健医療科学院が 実施する公衆衛生医師 

の研修について、 時宜にかなった 内容の提供を 行うとともに、 地方公共団体及び 医 

有機関等における 取組の推進のための 協力を行 う 。 
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別 紙 

公衆衛生医師の 育成・確保のための 環境整備に関するチェ、 ソク，ン一ト 

平成   年度 都道府 
呉市区 

(1) 公衆衛生医師の 育成 
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( 詳細 ) 

・必須となる 研修、 選択が可能な 研修、 追加が可能な 研修について 明記 

( 詳細 ) 

②人事異動及び 人事交流を通じての 人材育成 ( ジョフ・ローテーション ) の充実 

実施済み 検討中 予定なし 
・異動先について 各分野を想定し、 必要な知識、 技能について、 ジョブ・ 
ローテーションの 観点から人材育成を 充実 

( 詳細 ) 
( 保健所、 本庁衛生部局以覚の 異動 先 の 数 ) 

 
 

・人事交流にあ たって、 必要な支援について 国及び 医 有機関への要請 
        

( 詳細 ) 

③研究事業への 参加 

実施済み 検討中 予定なし 
、 若手を含む公衆衛生医師が 参加した、 区百機関との 協力による調査 所 
究 事業の実施 

( 詳細 ) 

④保健所への 医師の複数配置 

・各世代の公出衛生医師の 保健所への配置 

( 詳細 ) 

実施済み 検討中 予定なし     

⑤各機関の連携 

実施済み 検討中 予定なし 

・公衆衛生医師の 育成・確保のための 連絡と協議を 行う会議を設置 

( 詳細 ) 
( 開催回数 ) 
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⑦専門能力の 向上，学位の 授与 

実施済み 検討中 予定なし 
・公衆衛生医師が 国立保健医療科学院の 専門課程 1 を受講できる 環境 
の整備 

( 詳細 ) 
( 国立保健医療科学院専門課程 1 修了者数 ) 

・国立感染症研究所のいわゆる「姉 TP-J コース ( 実地疫学養成コース ) を 
選択できるようにする 

( 詳細 ) 
(F 三三丁 P 修了者数 ) 

⑧処遇の工夫 

実施済み 検討中 予定なし 
，学位取得、 留学、 研究、 研修等に関する 服務上の規定の 整備 ( 職務 専 
念義務の免除等 ) 

( 詳細 ) 

・職員が長期研修に 参加できるような 融通性のあ る勤務体制の 実施 

( 詳細 ) 

(2) 公衆衛生医師の 採用・確保 

①採用計画の 策定による定期的な 採用 

実施済み 検討中 予定なし 
・勤務している 公衆衛生医師の 年齢構成等を 考慮し、 若手を育成し、 適切 
な 公衆衛生医師を 養成することを 基本とする計画的な 採用の実施 

( 詳細 ) 
l(1 年間の新規採用人数 ) 

②募集方法の 工夫 

・ホームページや 雑誌、 新聞、 広報等による 募集の定期的な 実施 

実施済み 検討中 予定なし 
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( 詳細 ) 
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③地方公共団体等での 人事交流 

，都道府県内、 都道府県間及 び回 、 検疫所等との 人事交流の活用 

実施済み 検討中 予定なし 

  
④公衆衛生医師確保推進登録事業の 活用 

実施済み 検討中 予定なし 

，厚生労働省が 実施している 公衆衛生医師確保推進登録事業の 活用 

( 詳細 ) 

(3) 公衆衛生医師の 職務に関する 普及啓発 

の教育プロバラムの 工夫 

実施済み 検討中 予定なし 
，勤務している 公衆衛生医師が 医有機関等において、 学生に対して 公衆 
衛生行政の実践的内容について 講義できるよう、 医 有機関等の求めに 応 
じて講師の派遣の 協力 

( 詳細 ) 

，保健所等における 学生の実習、 長期に渡るインターンシップ 等につい 
て、 受け入れ、 ガ 」キュラムの 設定及び講義を 実施すること 等への協力 

( 詳細 ) 
( 実習受け入れ 人数 ) 
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② 医有 機関における 進路説明会の 活用 

実施済み 検討中 予定なし 

，公衆衛生・ 衛生学教室における 研究等の活動に 関する説明を 行 う ととも 
に 、 地方公共団体等における 公衆衛生医師の 活動に関して、 公衆衛生医 
師より直接説明 

( 詳細 ) 
( 参加回数 ) 

・進路説明会への 参加に協力し、 保健所に勤務する 医師 X は本庁に勤務 
する医師から 説明 

( 詳細 ) 

③卒後臨床研修 ( 地域保健・医療 ) の充実 
実施済み 検討中 予定なし 

・保健所は積極的に 臨床研修医を 受け入れ、 地域保健・ E 療 研修のうち 
少なくとも保健所での 研修を 2 週間以上実施 

( 詳細 ) 
( 臨床研修医受け 入れ 数 ) 
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・実施可能な 保健所においては、 Ⅰ か月 単位間の研修の 実施 

( 詳細 ) 

⑤ホームページ 等の媒体を活用した 普及啓発 
実施済み 検討中 予定なし 

、 公衆衛生医師の 募集を行う際に 、 例えば公衆衛生医師の 業務内容、 役 
職、 モデルとなる 複数の公衆衛生医師からの メ，ソ セージ等の記載 

( 詳細 ) 

・ホームページ、 雑誌、 新聞、 広報誌、 専門誌、 学生向け雑誌、 一般 誌 等 
への掲載   
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( 詳細 ) 

・公衆衛生医師の 業務に関する 説明会や地方ブロック 会議の開催 

( 詳細 ) 

Ⅹ ( 詳細 ) には、 具体的な実施内容、 実施できない 理由等を記入してください。 
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